
証券コード　5697
平成29年６月８日

議決権ご所有の株主各位
大阪府枚方市春日北町３丁目１番１号

代表取締役社長 西 野 淳 二

第71期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第71期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、
ご出席下さいますようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、お手数ながら後記の「議決権の代理行使の
勧誘に関する参考書類」をご検討下さいまして、同封の委任状用紙に議案に対す
る賛否をご表示いただき、ご押印のうえ、ご返送下さいますようお願い申し上げ
ます。

敬　具
記

１．日 時 平成29年６月29日（木曜日）午前10時
２．場 所 大阪府枚方市春日北町３丁目１番１号　当社３階ホール

（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照下さい。）
３．目 的 事 項

報 告 事 項
１．第71期 (自　平成28年４月１日

至　平成29年３月31日) 事業報告の内容、

連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査役会の連
結計算書類監査結果報告の件

２．第71期 (自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日) 計算書類の内容報告の件

決 議 事 項
議　　　案 剰余金の処分の件

　議案の概要については、後記の「議決権の代理行使の勧誘
に関する参考書類」（42頁）に記載のとおりであります。

以 上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の委任状用紙を会場受付にご提出下さい
ますようお願い申し上げます。

◎事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合には、インターネッ
ト上の当社ウェブサイト（アドレスhttp://www.sanyu-cfs.co.jp)に掲載させて
いただきます。
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（添付書類）

事 業 報 告

（ 自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日 ）

１．企業集団の現況

(1) 当連結会計年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、政府による経済政策を背景に設

備投資や雇用環境の改善が見られたものの、英国のＥＵ離脱問題及び中東

の地政学的リスクの高まりなど依然として先行き不透明な状況が続きまし

た。

わが国のみがき棒鋼及び冷間圧造用鋼線業界（当業界）におきましては、

上期において主要需要家である自動車業界の生産活動が、熊本地震及び国

内販売低迷の影響を受けたものの、下期には回復基調となったことから、

平成28年暦年における当業界の生産量は1,747千トンと前年に比し13千ト

ン増加いたしました（前年比0.8％増）。

このような経営環境下、当社グループは全社を挙げて収益の確保に取り

組みました。

　販売面では、既存の顧客に対するきめ細かな営業活動に加え、新規取引

先の開拓により販売数量の拡大に努めた結果、販売数量は拡大し112千トン

（前期比1.7％増）となりました。

一方、売上高は、製品販売価格の下落により15,404百万円（同0.1％減）

と減収となりました。

損益につきましては、下期の材料（鋼材）価格の値上げの影響があった

ものの、全社一丸となって歩留向上・エネルギーコストをはじめとするコ

スト削減等に努めると共に、生産性向上に取り組むことで売上総利益率が

改善したことから、営業利益は292百万円（同22.8％増）、経常利益は312

百万円（同18.6％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は194百万円（同

12.2％増）と増益となりました。

なお、事業部門ごとの業績は次のとおりであります。
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まず、みがき棒鋼部門におきましては、販売数量は63千トンとなり、売

上高は9,625百万円（同0.9％増）となりました。

次に、冷間圧造用鋼線部門におきましては、販売数量は49千トンとなり、

売上高は5,778百万円（同1.7％減）となりました。

②　設備投資の状況及び資金調達の状況

  当連結会計年度に実施した設備投資の総額は少額投資を中心に384百万

円となり、これらの資金は自己資金及び借入金にて賄いました。

③　対処すべき課題

  わが国経済の今後の見通しにつきましては、雇用及び所得環境の改善傾

向が続くなかで、各種政策の効果もあって、引き続き緩やかに回復してい

くことが予想されますが、海外経済の不確実性などの懸念要因があり、楽

観視できない状況にあります。

  わが国の当業界の今後の見通しにつきましても、主要需要業界である自

動車・建設機械分野において需要は回復基調にありますが、鉄鋼原料価格

の上昇を背景とした材料（鋼材）価格の更なる改定及び電気・ガス料金の

値上げによるコストへの影響が懸念されます。

このような経営環境下、当社グループにおきましては、保有する生産設

備の効率的且つ最適な稼働を図るなどグループ間・事業所間の連携を一層

強化することにより、グループ内経営資源を有効に活用し、連結収益の最

大化を追求する所存であります。

  株主の皆様におかれましては、なにとぞ以上の諸事情をご賢察のうえ、

今後ともご支援を賜りますようよろしくお願い申し上げます。
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(2) 財産及び損益の状況の推移

区 分
第68期

(自平成25年４月１日
至平成26年３月31日)

第69期

(自平成26年４月１日
至平成27年３月31日)

第70期

(自平成27年４月１日
至平成28年３月31日)

第71期
(当連結会計年度)

(自平成28年４月１日
至平成29年３月31日)

売 上 高(百万円) 15,693 16,218 15,414 15,404

経 常 利 益(百万円) 168 302 263 312

親会社株主に
帰属する当期
純 利 益

(百万円) 99 194 173 194

１株当たり当期純利益 16円60銭 32円56銭 28円77銭 32円24銭

総 資 産(百万円) 14,911 14,723 13,930 13,926

純 資 産(百万円) 6,785 6,950 7,117 7,286

１株当たり純資産額 1,134円27銭 1,161円83銭 1,177円56銭 1,205円45銭

（注）１株当たり当期純利益は、保有する自己株式を除く期中平均発行済株式の総数に基づき、

１株当たり純資産額は、保有する自己株式を除く期末発行済株式の総数に基づき算出して

おります。

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会　社　名 資　本　金 当社の議決権比率 主要な事業内容

株式会社サンユウ九州 256百万円 100.0％

冷間圧造用鋼線及びみ

がき棒鋼の製造、加工

及び販売

大同磨鋼材工業株式会社 20百万円 100.0％ 鋼材の販売

三和精密工業株式会社 10百万円 100.0％
みがき棒鋼の精密機械

加工及び加工品の販売

(4) 主要な事業内容（平成29年３月31日現在）
①　みがき棒鋼の製造、加工及び販売
②　冷間圧造用鋼線の製造、加工及び販売
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(5) 事業所（平成29年３月31日現在）
    ①  当社の事業所

本 社 大阪府枚方市春日北町３丁目１番１号
（営業店舗）
枚 方 大阪府枚方市春日北町３丁目１番１号
東 大 阪 大阪府東大阪市今米２丁目６番４号
八 尾 大阪府八尾市老原８丁目58番地
（工　　場）
本 社 大阪府枚方市春日北町３丁目１番１号
八 尾 大阪府八尾市老原８丁目58番地

 　 ②　子会社
株式会社サンユウ九州 熊本県菊池市七城町蘇崎1196番８
大同磨鋼材工業株式会社 広島県広島市西区小河内町１丁目25番13号
三和精密工業株式会社 大阪府枚方市春日北町２丁目７番１号

(6) 使用人の状況（平成29年３月31日現在）
①　企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

237名 11名増

（注）使用人数には、当社グループから当社グループ外への出向者（１名）、嘱託及びパートタ
イマーを含んでいません。

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

155名 ６名増 37.4歳 13.8年

（注）使用人数には、当社から社外への出向者（13名）、嘱託及びパートタイマーを含んでいま
せん。

(7) 主要な借入先（平成29年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 707百万円

株 式 会 社 京 都 銀 行 300

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 205

株 式 会 社 り そ な 銀 行 105

(8) その他企業集団の現況に関する重要な事項
  平成28年６月29日開催の第70期定時株主総会において、平成29年４月１日
を効力発生日として、当社100％出資の連結子会社である株式会社サンユウ九
州を当社に吸収合併することが承認可決されましたので、当社は平成29年４
月１日に株式会社サンユウ九州を吸収合併いたしました。

－ 5 －



２. 会社の株式に関する事項（平成29年３月31日現在）

 (1)　発行可能株式総数　　19,344,000株

 (2)　発行済株式の総数　   6,091,000株

 (3)　株主数　　　　　　　　　　 646名

(4)　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

新 日 鐵 住 金 株 式 会 社 2,035千株 33.67％

株 式 会 社 メ タ ル ワ ン 315 5.21

伊 藤 忠 丸 紅 鉄 鋼 株 式 会 社 295 4.88

日 鉄 住 金 物 産 株 式 会 社 250 4.14

サ ン ユ ウ 従 業 員 持 株 会 233 3.86

村 岡 克 彦 203 3.36

永 田 麻 里 187 3.10

佐 藤 商 事 株 式 会 社 180 2.98

柏 木 伸 夫 135 2.25

株 式 会 社 り そ な 銀 行 110 1.82

 (注）持株比率は、発行済株式の総数から自己株式（46,370株）を控除して計算しております。

（5)　その他株式に関する重要な事項

該当事項はありません。

３. 会社の新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
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４. 会社役員に関する事項

 (1)　取締役及び監査役の氏名等（平成29年３月31日現在）

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役社長 西 野 淳 二

取 締 役 山 田 邦 夫
営業本部長
株式会社サンユウ九州取締役
大同磨鋼材工業株式会社監査役

取 締 役 矢 田 　 光 製造部長

取 締 役 加 藤 和 彦 財務部長

取 締 役 清 　 水 　 良 　 寛
弁護士
マックスバリュ中部株式会社社外監査役

常 勤 監 査 役 田 中 　 優

監 査 役 熊 岡 繁 喜 熊岡税理士事務所所長

監 査 役 長 谷 川 　 泰 一 郎
新日鐵住金株式会社大阪支社棒線第一室長
日鉄住金精鋼株式会社社外監査役

（注）１．取締役清水良寛氏は社外取締役であります。

２．常勤監査役田中優、監査役熊岡繁喜及び監査役長谷川泰一郎の３氏は社外監査役であ

ります。

３．取締役清水良寛氏及び常勤監査役田中優氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員

として指定し、同取引所に届け出ております。

４．監査役熊岡繁喜氏は税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当の知見を

有するものであります。

(2)　事業年度中に退任した取締役及び監査役

氏　　名 退任日 退任事由
退任時の地位・担当及び重要な兼職
の状況

完　倉　洋　一 平成28年６月29日 任期満了
専務取締役営業本部長
株式会社サンユウ九州取締役
大同磨鋼材工業株式会社監査役

木　村　雅　祥 平成28年６月29日 任期満了
常務取締役総務企画部長
内部統制室長
株式会社サンユウ九州取締役

西　村　圭　二 平成28年６月29日 任期満了 取締役財務部長

吉　岡　敏　郎 平成28年６月29日 任期満了 取締役業務部長

百　田　陽　一 平成28年６月29日 任期満了 取締役技術品質管理部長
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(3)　当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
（う　ち　社　外　取　締　役）

10名
(１名)

79,041千円
(2,400千円)

監 査 役
（う　ち　社　外　監　査　役）

２名
(２名)

12,432千円
(12,432千円)

合 計
（ う 　 ち 　 社 　 外 　 役 　 員 ）

12名
(３名)

91,473千円
(14,832千円)

（注）１．上記には、平成28年６月29日開催の第70期定時株主総会終結の時をもって退任した取

締役５名を含んでおります。

２．監査役の支給人員は、無報酬の監査役１名を除いております。

３．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

４．取締役の報酬限度額は、平成28年６月29日開催の第70期定時株主総会において年額

100,000千円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

５．監査役の報酬限度額は、平成７年６月29日開催の第49期定時株主総会において年額

24,000千円以内と決議いただいております。

６．上記支給額のほか、平成20年６月27日開催の第62期定時株主総会決議に基づき、退職

慰労金制度廃止に伴う打切り支給額として、当該事業年度中に退任した取締役１名に

対して、2,880千円を支給しております。

(4)　社外役員等に関する事項

イ．他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の

法人等との関係

監査役長谷川泰一郎氏は、当社の特定関係事業者である新日鐵住金株式

会社の業務執行者を兼務しております。

ロ．他の法人等の社外役員等としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の

法人等との関係

　取締役清水良寛氏は、マックスバリュ中部株式会社の社外監査役であり

ます。当社と兼職先との間には特別の関係はありません。

　監査役長谷川泰一郎氏は、日鉄住金精鋼株式会社の社外監査役でありま

す。当社と兼職先との間には特別の関係はありません。
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ハ．当事業年度における取締役会及び監査役会への出席状況並びに発言状況

氏 名 活 動 状 況

 取締役　清　水　良　寛

当事業年度中に開催の取締役会18回のうち18回出

席しており、弁護士としての豊富な経験と専門知識

及び他社での社外役員の経験を活かして、取締役会

において、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を

確保するための発言、助言及び提言を行っておりま

す。

 監査役　田　中　　　優

当事業年度中に開催の取締役会18回のうち18回、監

査役会７回のうち７回出席しており、これまでに培

った経理及び監査業務に関する経験を活かして、取

締役会において、取締役会の意思決定の妥当性・適

正性を確保するための発言及び内部統制システム

を構築するための助言・提言を行っております。ま

た、監査役会において、当社の経理システム及び内

部監査について、適宜、必要な発言を行っておりま

す。

 監査役　熊　岡　繁　喜

当事業年度中に開催の取締役会18回のうち16回、監

査役会７回のうち７回出席しており、税理士として

の専門的見地から、取締役会において、特に税務に

関わる助言・提言を行っております。また、監査役

会において、当社の経理システム及び内部監査につ

いて、適宜、必要な発言を行っております。

 監査役　長谷川　泰一郎

当事業年度中に開催の取締役会18回のうち17回、監

査役会７回のうち７回出席しており、鉄鋼人として

の幅広い見地から、取締役会において、取締役会の

意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言、

助言及び提言を行っております。また、監査役会に

おいて、当社の経理システム及び内部監査につい

て、適宜、必要な発言を行っております。

　上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条及び当社定款第28条の規

定に基づき、取締役会決議があったものとみなす書面決議が１回ありました。
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ニ．責任限定契約の内容の概要

当社は、会社法第427条第１項の規定により、社外取締役及び各社外監査

役との間に、任務を怠ったことによる損害賠償責任を限定する契約を締結

しております。

当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令の定める最低責任限度額と

しております。

５. 会計監査人の状況

 (1)　会計監査人の名称    有限責任あずさ監査法人

 (2)　会計監査人としての報酬等の額

支　払　額

当事業年度に係る会計監査人としての

報酬等の額
24,500千円

当社及び当社子会社が会計監査人に支

払うべき金銭その他の財産上の利益の

合計額

24,500千円

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と

金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておら

ず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る報酬等の額に

はこれらの合計額を記載しております。

      ２. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況

及び報酬見積りの算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検

証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をい

たしました。

 (3)　非監査業務の内容

　該当事項はありません。
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 (4)　会計監査人の解任または不再任の決定方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があ

ると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に

関する議案の内容を決定いたします。

　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に

該当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解

任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集

される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨及び解任の理由を報

告いたします。

６. 業務の適正を確保するための体制

    取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ

の他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下

のとおりであります。

(1)　当社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制

　　  当社の経営管理体制は取締役会、監査役会及び会計監査人によって構成さ

れます。

　取締役会は、取締役会規程その他の規程に基づき、経営上の重要事項につ

いて決定を行い、または報告を受けます。

　業務を執行する取締役（「業務執行取締役」）は、取締役会における決定

に基づき、各々の業務分担に応じて職務執行を行い、使用人の職務執行を監

督するとともに、その状況を取締役会に報告します。また､各取締役は、他の

取締役の職務執行の法令及び定款への適合性に関し、相互に監視します。

 (2)　当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

  当社は、情報管理に関する規程に基づき、取締役会議事録をはじめとする

職務執行上の各種情報について、管理責任者の明確化、守秘区分の設定等を

行った上で、適切に保管します。

　また､財務情報等の重要な経営情報について、法令等に定める方法のほか、

適時・的確な開示に努めます。
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 (3)　当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

  各部門長は、自部門における事業上のリスクの把握・評価を行い、組織規

程・業務規程において定められた権限・責任に基づき業務を執行します。

　安全衛生、環境・防災、情報管理、販売・購買・品質管理、財務報告の信

頼性等に関する各リスクについては、当該担当部門が規程・マニュアル等を

整備し、従業員へ教育・啓蒙活動を通して周知するとともに、そのリスク管

理状況を内部統制室とタイアップして行うモニタリング等を通じて把握・評

価し、継続的な改善に向けたリスク管理活動に努めます。

 (4)　当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

  予算計画、設備投資及び投融資等の重要な個別執行事項については、取締

役会規程に基づき取締役会において執行を決定します。

　取締役会での決定に基づく業務執行は､各業務執行取締役及び各部門長等

が遂行します。また､各部門長の権限・責任を明確化するため組織規程及び業

務分掌規程において、必要な業務手続き等を定めます。

－ 12 －



 (5)　当社の使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制

  ｢サンユウ企業理念｣及び経営方針に基づき、全ての役員・従業員が経営の

理念や方針を共有するとともに、業務運営における判断の基準とします。業

務執行取締役及び各部門長は、各部門の業務運営方針等を従業員に対し周

知・徹底します。

　各部門長は､内部統制基本規程及びサンユウ　コンプライアンス　プログ

ラムに従い、自部門における法令・規程遵守状況の把握等、業務上の法令違

反行為の未然防止に努めるとともに、法令違反のおそれのある行為・事実を

認知した場合、すみやかに内部統制室及び総務企画部門に報告します。

　内部統制室長は、社全体の内部統制システムの整備・運用状況を確認し、

各部門における法令及び規程遵守状況を把握・評価するとともに、法令・規

程違反の防止策等の必要な措置を講じます。

　これらの内容については、定期的に開催される代表取締役社長を委員長と

する内部統制委員会に報告され、コンプライアンスのチェックを行うととも

に全ての役員・従業員に対する意識付けを徹底します。コンプライアンス活

動の一環として講習会の実施やマニュアルの作成・配付等、従業員に対する

教育体制を整備・拡充します。

　従業員は、法令及び規程を遵守し、適正に職務を行う義務を負います。違

法行為等を行った従業員については、就業規則に基づき懲戒処分を行います。

 (6)　当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体

制

  当社及びグループ会社は、事業戦略を共有化するとともに、一体となった

経営を行います。

　グループ会社の内部統制システムについては、各グループ会社社長の責任

に基づく自律的な構築・運用を基本としつつ、内部統制室長は各主管部門と

連携し、当社グループ全体の内部統制の状況を把握・評価するとともに、各

主管部門及び各グループ会社に対し、指導・助言を行います。
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 (7)　監査役の監査に関する事項

  当社の取締役、部門長及びその他の使用人等（当社の取締役等）は、職務

執行の状況、経営に重要な影響を及ぼす事実等の重要事項について、適時・

適切に監査役または監査役会に直接または内部統制室等当社関係部門を通じ

て報告します。

　また、当社の取締役等は、内部統制システムの整備・運用状況等の経営上

の重要事項について、取締役会及び内部統制委員会等において報告し、監査

役との間で情報を共有するとともに、必要に応じて監査役より報告を受けま

す。

　グループ会社の取締役、監査役、使用人等は、各グループ会社における職

務執行の状況、経営に重要な影響を及ぼす事実等の重要事項について、適時・

適切に当社の監査役または監査役会に直接または内部統制室等当社関係部門

を通じて報告します。

　当社は、これらの報告をした者に対し、内部通報に関する規程等に基づき、

報告したことを理由とする不利な取扱いは行いません。

　会計監査人、内部統制室長及び内部監査室長は、それぞれ監査役と定期的

にまたは必要の都度、それぞれの重要課題等に関する意見または情報交換を

行う等、相互に連携を図ります。また、内部統制室長は内部通報制度の運用

状況について監査役に報告します。

　当社は、監査役の職務執行上必要と認める費用を予算に計上します。また、

監査役が緊急または臨時に支出した費用については、事後、監査役の償還請

求に応じます。
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７. 業務の適正を確保するための体制の運用状況について

    当社は、業務の適正を確保するための体制に基づき、以下のような具体的な

取り組みを行っております。

(1)　取締役の職務の執行

　　  取締役は、役員・従業員の法令遵守を強化するために当社で作成した「サ

ンユウ コンプライアンス プログラム」に記載する行動規範の定めに従い、

法令及び定款に則って行動するよう徹底されています。また、取締役会等を

通じ社外取締役から発言される機会を設けることで、監督機能が強化されて

おります。

　なお、当事業年度において、取締役会を18回開催し、取締役会規程その他

の規程に基づき、経営上の重要な事項について決定を行い、報告を受けまし

た。

 (2)　リスク管理

  当社の損失の危険の管理に関する体制のうち、主に環境・防災に関するリ

スクについては、当社では毎年、大規模災害発生を想定し従業員避難を含め

た初動対策の訓練を行っております。当事業年度におきましては災害発生時

における対応リストのチェックを行い、問題及び課題を確認いたしました。

この訓練で抽出した課題は次年度の訓練プログラムに反映し、更なる改善に

つなげる所存であります。

  なお、上記訓練とは別スケジュールで毎年、大規模災害発生を想定し自身

の情報を災害用伝言板（または災害用伝言ダイヤル）へ登録する安否登録訓

練及びＡＥＤ（自動体外式除細動器）を用いた救命訓練も行っております。

 (3)　内部統制システム全般

　当事業年度において内部統制委員会は３回開催いたしました。内部統制委

員会においては、内部統制に関する年度計画の承認がなされ、各機能部門に

おける自己点検及び第三者によるモニタリング結果が報告されるとともに、

抽出された問題及び対策(案)の議論を経て、実行に至るまでのフォローがな

されました。この一事業年度にわたるＰＤＣＡのサイクルを回すことにより、

内部統制システム全般の整備・運用に関する改善を進めております。
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８. 会社の支配に関する基本方針

当社は、永年蓄積した業務知識や営業ノウハウを有効活用することによって

全てのお客様に最高の満足度を提供することを経営の基本施策として、長期的

視野にたった経営を行い、現在のような強固な財務基盤を形成し、安定収益、

安定配当を実現しております。したがって、経営の効率性や収益性を高める観

点から、専門性の高い業務知識や営業ノウハウを備えた者が取締役に就任して、

法令及び定款の定めを遵守しつつ当社の財務及び事業の方針の決定に関する重

要な職務を担当することが、会社の企業価値ひいては株主共同の利益に資する

ものと考えており、このことをもって会社の財務及び事業の方針の決定を支配

する者の在り方に関する基本方針としております。

 (注）本事業報告に記載されている金額及び株式数については、表示単位未満の

端数は切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成29年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産  の  部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

（ 有 形 固 定 資 産 ）

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

リ ー ス 資 産

そ の 他

（ 無 形 固 定 資 産 ）

（投資その他の資産）

投 資 有 価 証 券

出 資 金

長 期 貸 付 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

(13,926,951)

8,791,092

1,068,549

4,509,519

1,577,228

188,627

1,200,656

79,157

205,436

△38,082

5,135,859

(4,690,833)

1,510,830

1,576,910

1,448,032

53,975

101,083

(102,530)

(342,495)

72,952

184,629

69,666

15,747

△500

（負 債  の  部） (6,640,480)

流 動 負 債 5,523,136

支払手形及び買掛金 4,249,806

１年内返済予定の長期借入金 501,200

リ ー ス 債 務 14,686

未 払 法 人 税 等 60,705

賞 与 引 当 金 136,336

そ の 他 560,402

固 定 負 債 1,117,343

長 期 借 入 金 830,000

リ ー ス 債 務 42,469

繰 延 税 金 負 債 79,821

退職給付に係る負債 127,669

資 産 除 去 債 務 37,023

そ の 他 360

（純 資 産 の 部） (7,286,471)

株 主 資 本 7,282,533

資 本 金 1,513,687

資 本 剰 余 金 1,318,057

利 益 剰 余 金 4,472,119

自 己 株 式 △21,331

その他の包括利益累計額 3,938

その他有価証券評価差額金 3,938

資 産 合 計 13,926,951 負 債 ・ 純 資 産 合 計 13,926,951
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連 結 損 益 計 算 書

（ 自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日 ）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 15,404,182

売 上 原 価 13,253,146

売 上 総 利 益 2,151,036

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,858,855

営 業 利 益 292,181

営 業 外 収 益 45,393

受 取 利 息 及 び 配 当 金 8,041

受 取 賃 貸 料 29,145

そ の 他 8,205

営 業 外 費 用 24,910

支 払 利 息 9,586

賃 貸 費 用 13,126

そ の 他 2,197

経 常 利 益 312,663

特 別 利 益 12,064

固 定 資 産 売 却 益 2,064

補 助 金 収 入 10,000

特 別 損 失 41,322

固 定 資 産 売 却 損 13,736

固 定 資 産 除 却 損 10,929

固 定 資 産 圧 縮 損 10,000

投 資 有 価 証 券 売 却 損 3,307

減 損 損 失 3,349

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 283,405

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 81,633

法 人 税 等 調 整 額 6,908

当 期 純 利 益 194,863

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 －

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 194,863
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連結株主資本等変動計算書

（ 自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日 ）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 1,513,687 1,318,057 4,307,479 △21,331 7,117,892

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △30,223 △30,223

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

194,863 194,863

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － 164,640 － 164,640

当 期 末 残 高 1,513,687 1,318,057 4,472,119 △21,331 7,282,533

その他の包括利益累計額
純資産合計

その他有価証券評価差額金

当 期 首 残 高 － 7,117,892

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △30,223

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

194,863

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

3,938 3,938

当 期 変 動 額 合 計 3,938 168,578

当 期 末 残 高 3,938 7,286,471
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連 結 注 記 表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

①連結子会社の数　　　　　　　３社

②連結子会社の名称　　　　　　株式会社サンユウ九州

大同磨鋼材工業株式会社

三和精密工業株式会社

(2) 連結子会社の事業年度等に関する事項

すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結会計年度と一致しています。

(3) 会計処理基準に関する事項

①資産の評価基準及び評価方法

有価証券

その他有価証券

時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法により評価しています。

棚卸資産

通常の販売目的で保有する棚卸資産

商品及び製品　　　　　　　　総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下

げの方法）により評価しています。

仕　 掛 　品　　　　　　　　移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切

下げの方法）により評価しています。

原   材　 料　　　　　　　　移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切

下げの方法）により評価しています。

②固定資産の減価償却の方法

有形固定資産　　　　　　　　　　定率法によっています。ただし、平成28年４月１日以

（リース資産を除く)　　　　　　 降に取得した建物附属設備及び構築物については、定

　　　　　　　　　　　　　　　　額法によっています。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　建物及び構築物　　　　15～50年

　機械装置及び運搬具　　　　14年

無形固定資産　　　　　　　　　　定額法によっています。

(リース資産を除く)　　　　　　 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用してい

ます。
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リース資産　　　　　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース

資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しています。

③引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しています。

賞 与 引 当 金 従業員への賞与の支給に備えるため、翌連結会計年度

に支給する賞与のうち、当連結会計年度の負担すべき

支給見込額を計上しています。

④退職給付に係る負債の計上基準

　　当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係

　る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しています。

⑤消費税等の会計処理

　　税抜処理によっています。

２．会計方針の変更に関する注記

　（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上

の取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28

年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法

に変更しています。

　これによる当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に与える影

響は軽微であります。

３．追加情報

　（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28

年３月28日）を当連結会計年度から適用しています。
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４．連結貸借対照表等に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 9,502,671千円

(2) 国庫補助金等により有形固定資産の

　　　取得価額から直接控除している圧縮累計額 127,473千円

(3) 保証債務

　　　連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対する保証債務 1,684千円

      （注）外貨建保証債務は、決算時の為替相場により円換算しています。

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首の株式数

（株）
当連結会計年度増加株式数

（株）
当連結会計年度減少株式数

（株）
当連結会計年度末の株式数

（株）

普通株式 6,091,000 － － 6,091,000

(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首の株式数

（株）
当連結会計年度増加株式数

（株）
当連結会計年度減少株式数

（株）
当連結会計年度末の株式数

（株）

普通株式 46,370 － － 46,370

(3) 剰余金の配当に関する事項

①配当金支払額

平成28年６月29日開催の第70期定時株主総会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 30,223千円

・１株当たり配当額 ５円

・基準日 平成28年３月31日

・効力発生日 平成28年６月30日
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②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

平成29年６月29日開催の第71期定時株主総会の議案として普通株式の配当に関する事項

を次のとおり提案しています。

・配当金の総額 42,312千円

・１株当たり配当額 ７円

・基準日 平成29年３月31日

・効力発生日 平成29年６月30日

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しています。

６．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

　①金融商品に対する取組方針

当社は、事業計画に照らして、必要な資金は主に銀行借入で調達しており、その調達方

法は資金所要の長短等の特性を踏まえ決定しています。なお、連結子会社の資金調達は、

全て当社からの借入金で賄っています。

一時的な余剰資金は短期的な預金（３ヶ月満期の定期預金）等で運用しています。

また、デリバティブ取引はリスクヘッジ目的でのみ使用し、投機目的では利用しないと

規定しています。なお、現時点では当該取引は行っておらず、今後とも行わない方針で

あります。

　②金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。なお、外

貨建て債権はありません。

投資有価証券は主に業務上の関係を有する企業の株式であり、発行体の信用リスクに晒

されています。

営業債務である支払手形及び買掛金は、ほとんどが４ヶ月以内の支払期日であります。

借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金（原則と

して５年以内）は主に設備投資及び連結子会社に対する貸付金に係る資金調達でありま

す。なお、借入金利は固定金利を基本としています。

　③金融商品に係るリスク管理体制

信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は「取引規程」に従い取引先と基本契約書を締結し、取引先企業の信用状態に応じ

担保を設定するなど債権保全策を検討してまいります。

また、「信用限度に関する規程」に従い、取引先ごとに取引限度枠を設定し、毎月取引

先ごとに債権の期日管理及び残高管理を行うとともに、１年ごとに取引限度枠の見直し

を行っています。
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市場リスク（価格変動リスク）の管理

投資有価証券については、定期的に時価や取引先企業の財務内容を把握し、取引先企業

との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しています。

資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理

当社グループは、毎期、各部署からの計画（販売計画、設備投資計画など）に基づき財

務部が年間資金計画を作成しています。また、期中においては適時更新するなど、定期

的に流動性リスクを管理しています。

　④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に

算定された価額が含まれています。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでい

るため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　平成29年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれ

らの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と

認められるものは、次表には含まれていません（（注２）参照）。　　　（単位：千円）

連結貸借対照表

計上額(*)
時価(*) 差額

①現金及び預金

②受取手形及び売掛金

③支払手形及び買掛金

④長期借入金

1,068,549

4,509,838

(4,249,806)

(1,331,200)

1,068,549

4,509,838

(4,249,806)

(1,332,503)

－

－

－

(1,303)

(*）負債に計上されているものについては、(　)で示しています。

(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券取引に関する事項

　①現金及び預金、並びに②受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっています。

　③支払手形及び買掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっています。
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　④長期借入金

長期借入金のうち、変動金利によるものの時価は、帳簿価額と近似していると考えられる

ため、当該帳簿価額によっています。また、固定金利によるものの時価は、元利金の合計

額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定して

います。

(注２) 非上場株式及び出資金（連結貸借対照表計上額257,581千円）並びに保証債務は、市場

価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握する

ことが極めて困難と認められるため、時価開示の対象としていません。

(注３) 金銭債権の連結決算日後の償還予定額

(単位：千円）

１年以内
１年超

５年以内

５年超

10年以内
10年超

現金及び預金 1,068,549 － － －

受取手形及び売掛金 4,509,519 － － －

合計 5,578,068 － － －

(注４) 長期借入金の返済予定額

(単位：千円）

１年以内
１年超

２年以内

２年超

３年以内

３年超

４年以内

４年超

５年以内
５年超

長期借入金 501,200 380,000 280,000 140,000 30,000 －

７．１株当たり情報に関する注記

①１株当たり純資産額 1,205円45銭

②１株当たり当期純利益 32円24銭
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貸 借 対 照 表

（平成29年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資  産  の  部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

（ 有 形 固 定 資 産 ）

建 物

構 築 物

機 械 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

（ 無 形 固 定 資 産 ）

ソ フ ト ウ ェ ア

ソフトウェア仮勘定

電 話 加 入 権

水 道 施 設 利 用 権

（投資その他の資産）

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

(13,194,901)

7,408,740

725,231

1,935,665

2,048,277

1,247,808

160,747

1,054,551

7,653

60,405

192,112

9,085

△32,800

5,786,160

(2,919,474)

725,531

73,400

958,718

3,107

68,659

1,057,514

13,483

19,058

(100,303)

47,760

46,411

3,633

2,498

(2,766,383)

72,952

625,619

184,609

1,956,666

3,918

3,510

△80,893

（負 債  の  部） (6,019,682)

流 動 負 債 5,034,593

支 払 手 形 408,528

買 掛 金 3,446,030

１年内返済予定の長期借入金 501,200

リ ー ス 債 務 3,224

未 払 金 510,238

未 払 法 人 税 等 46,700

未 払 費 用 15,858

預 り 金 257

賞 与 引 当 金 100,100

そ の 他 2,456

固 定 負 債 985,089

長 期 借 入 金 830,000

リ ー ス 債 務 11,338

繰 延 税 金 負 債 52,555

退 職 給 付 引 当 金 62,846

資 産 除 去 債 務 28,349

（純 資 産 の 部） (7,175,219)

株 主 資 本 7,171,281

資 本 金 1,513,687

資 本 剰 余 金 1,317,207

資 本 準 備 金 1,317,207

利 益 剰 余 金 4,361,717

利 益 準 備 金 258,187

その他利益剰余金 4,103,530

買換資産圧縮積立金 196,768

別 途 積 立 金 3,600,000

繰越利益剰余金 306,762

自 己 株 式 △21,331

評 価 ・ 換 算 差 額 等 3,938

その他有価証券評価差額金 3,938

資 産 合 計 13,194,901 負 債 ・ 純 資 産 合 計 13,194,901
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損 益 計 算 書

（ 自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日 ）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 12,628,029

売 上 原 価 11,074,502

売 上 総 利 益 1,553,527

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,351,712

営 業 利 益 201,814

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 22,664

受 取 賃 貸 料 74,127

そ の 他 10,038 106,830

営 業 外 費 用

支 払 利 息 9,586

賃 貸 費 用 61,267

そ の 他 1,193 72,047

経 常 利 益 236,598

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 860

補 助 金 収 入 10,000

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 49,431 60,291

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 13,565

固 定 資 産 除 却 損 7,068

固 定 資 産 圧 縮 損 10,000

投 資 有 価 証 券 売 却 損 3,307

減 損 損 失 3,349 37,291

税 引 前 当 期 純 利 益 259,598

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 60,393

法 人 税 等 調 整 額 5,778 66,171

当 期 純 利 益 193,427
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株主資本等変動計算書

（ 自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日 ）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計買換資産圧縮

積立金
別途積立金 繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 1,513,687 1,317,207 258,187 203,601 3,800,000 △63,275 4,198,513 △21,331 7,008,076

当 期 変 動 額

買換資産圧縮
積立金の取崩

△6,833 6,833 － －

剰余金の配当 △30,223 △30,223 △30,223

当 期 純 利 益 193,427 193,427 193,427
別途積立金の取
崩

△200,000 200,000 － －

株主資本以外の項目の当
期 変 動 額 （ 純 額 ）

当 期 変 動 額 合 計 － － － △6,833 △200,000 370,037 163,204 － 163,204

当 期 末 残 高 1,513,687 1,317,207 258,187 196,768 3,600,000 306,762 4,361,717 △21,331 7,171,281

評価・換算差額等
純 資 産 合 計その他有価証券

評 価 差 額 金

当 期 首 残 高 － 7,008,076

当 期 変 動 額

買換資産圧縮
積立金の取崩

－

剰余金の配当 △30,223

当 期 純 利 益 193,427
別途積立金の取
崩

－

株主資本以外の項目の当
期 変 動 額 （ 純 額 ）

3,938 3,938

当 期 変 動 額 合 計 3,938 167,142

当 期 末 残 高 3,938 7,175,219
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個 別 注 記 表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1）資産の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法により評価しています。

その他有価証券

時価のないもの

移動平均法による原価法により評価しています。

②棚卸資産の評価基準及び評価方法

通常の販売目的で保有する棚卸資産

商品及び製品　　　　　　　総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの

方法）により評価しています。

仕　 掛 　品　　　　　　　移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げ

の方法）により評価しています。

原　 材 　料　　　　　　　移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げ

の方法）により評価しています。

(2）固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産　　　　　　　　定率法によっています。ただし、平成28年４月１日以降に

(リース資産を除く)　　　　　 取得した建物附属設備及び構築物については定額法によっ

　　　　　　　　　　　　　　　ています。

　　　　　　　　　　　　　　　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　建　　物　　　　　　15～50年

　機械装置　　　　　　　　14年

②無形固定資産　　　　　　　　定額法によっています。

(リース資産を除く)　　　　　 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しています。

③リース資産　　　　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を

採用しています。

(3）引当金の計上基準

①貸 倒 引 当 金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して

います。
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②賞 与 引 当 金 従業員への賞与の支給に備えるため、翌事業年度に支給す

る賞与のうち、当事業年度の負担すべき支給見込額を計上

しています。

③退 職 給 付 引 当 金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退

職給付債務の見込額に基づき計上しています。

退職給付引当金及び退職給付債務の計算に、退職給付に係

る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用い

た簡便法を適用しています。

(4）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理方法

税抜処理によっています。

２．会計方針の変更に関する注記

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の

取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１

日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更して

います。

　これによる当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に与える影響は軽微であ

ります。

３．追加情報

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年

３月28日）を当事業年度から適用しています。

４．貸借対照表等に関する注記

(1）有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　　　　　　　　　　7,631,711千円

(2）国庫補助金等により有形固定資産の

　　　取得価額から直接控除している圧縮累計額　　　　　　　　　　　　 16,999千円

(3）保証債務

　　　連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対する保証債務　　　　1,684千円

　　　(注)外貨建保証債務は、決算時の為替相場により円換算しています。
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(4）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

　　　　短期金銭債権　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　669,684千円

　　　　長期金銭債権　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,887,000千円

　　　　短期金銭債務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 60,418千円

５．損益計算書に関する注記

関係会社との取引

営業取引の取引高

売上高 1,051,785千円

仕入高 29,378千円

その他の営業取引高 810,671千円

営業取引以外の取引高 81,697千円

６．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当事業年度期首の株式数

（株）
当事業年度増加株式数

（株）
当事業年度減少株式数

（株）
当事業年度末の株式数

（株）

普通株式 46,370 － － 46,370
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７．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産(流動）

賞与引当金 30,930千円

貸倒引当金 10,135千円

未払事業税 5,253千円

その他 14,086千円

合計 60,405千円

繰延税金資産(固定)

退職給付引当金 19,231千円

減価償却超過額 16,528千円

貸倒引当金 24,753千円

その他 39,673千円

小計 100,186千円

評価性引当額 △64,245千円

合計 35,940千円

繰延税金負債(固定)

買換資産圧縮積立金 △86,759千円

その他有価証券評価差額金 △1,736千円

合計 △88,495千円

繰延税金資産の純額 7,850千円
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８．関連当事者との取引に関する注記

(1）親会社及び法人主要株主等

種類
会社等の
名称

資本金又
は出資金
(百万円)

事業の
内容

又は職業

議決権の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

その他の
関係会社

新日鐵
住金㈱

419,524 鉄鋼業
被所有
　直接
　間接

33.67
1.11

主要材料の
購入

役員の兼任

主要材料の
仕入

4,927,359 未収入金 161,006

取引条件及び取引条件の決定方針等

①主要材料の仕入は商社を通じて仕入れていますが、当社と当該関連当事者との間で市場動向

等を参考にして価格交渉を行い決定しています。

②上記取引金額には、消費税等が含まれていませんが、期末残高には消費税等が含まれていま

す。

（注）ａ．取引金額には商社経由の仕入金額を含めて表示しています。

ｂ．商社経由の取引であるため、当該関連当事者に対する仕入債務は発生しません。

(2）子会社等

種類
会社等の
名称

資本金又
は出資金
(百万円)

事業の
内容

又は職業

議決権の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

子会社
㈱サンユ
ウ九州

256 （注）
所有
　直接 100.00

当社製品の販売
資金の供与

機械装置の賃貸

役員の兼任

売上高
資金の返済
受取利息
受取賃貸料

1,036,125
240,000
13,965
55,074

売掛金
長期貸付金
未収入金
未収入金

497,159
1,790,000

1,140
4,997

（注）冷間圧造用鋼線及びみがき棒鋼の製造、加工及び販売

取引条件及び取引条件の決定方針等

①製品の販売については、一般の取引条件や市場価格等を勘案して、その都度交渉の上決定し

ています。

②機械装置の賃貸料については、機械装置の償却費等を合理的に見積もって決定しています。

③資金の貸付については、主に設備投資資金として貸付しています。

④利率は市場金利を勘案して合理的に決定しています。

⑤上記取引金額には、消費税等が含まれていませんが、期末残高には消費税等が含まれていま

す。
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９．企業結合に関する注記

当社は、平成28年４月14日付で締結した当社を存続会社、当社の完全子会社である株式会

社サンユウ九州を消滅会社とする吸収合併契約に基づき、平成29年４月１日付で同社を吸収

合併しました。詳細については、「重要な後発事象に関する注記」をご参照ください。

10．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 1,187円04銭

１株当たり当期純利益 32円00銭

11．重要な後発事象に関する注記

　（共通支配下の取引等）

当社は、平成28年４月14日付で締結した当社を存続会社、当社の完全子会社である株式会社

サンユウ九州を消滅会社とする吸収合併契約に基づき、平成29年４月１日付で同社を吸収合併

しました。なお、吸収合併契約は平成28年６月29日開催の当社定時株主総会において承認され

ています。

（１）取引の概要

　　①　結合当事企業の名称及びその事業の内容等（平成29年３月31日現在）

　　　　　　　結合企業の名称　　　株式会社サンユウ

　　　　　　　事業の内容　　　　　みがき棒鋼及び冷間圧造用鋼線の製造・加工及び販売

　　　　　　　被結合企業の名称　　株式会社サンユウ九州

　　　　　　　事業の内容等　　　　みがき棒鋼及び冷間圧造用鋼線の製造・加工及び販売

　　　　　　　　　　　　　　　　　　売上高　　　3,333,719千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　当期純利益　　 49,431千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　純資産　　　 △80,393千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　総資産　　　2,599,461千円
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　　②　企業結合日

　　　　平成29年４月１日

　　③　企業結合の法的形式

　　　　当社を存続会社、株式会社サンユウ九州を消滅会社とする吸収合併

　　④　結合後企業の名称

　　　　株式会社サンユウ

　　⑤　合併の目的

現在、鉄鋼産業及び当社を取り巻く環境が厳しいなか、当社は子会社の株式会社サ

ンユウ九州との合併を実施することにより、両社一体経営の実現を図り、サンユウグ

ループ連結ベースでの

1.経営の更なる効率化

2.経営資源（人材・設備・資金）の弾力的かつ効率的な運用

3.品質管理体制及び技術開発力の強化

4.物流体制の一元管理によるＪＩＴ体制の高度化

の各目標を追求するものであります。

（２）実施する会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）及び「企

業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第

10号　平成25年９月13日）に基づき、共通支配下の取引として会計処理を実施する予定

であります。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成29年５月10日

株 式 会 社 サ ン ユ ウ

取 締 役 会 御 中

有 限 責 任 あ ず さ 監 査 法 人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 小 林 礼 治 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 中 畑 孝 英 

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社サンユ

ウの平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の連結

計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等

変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。こ

れには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し

適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用

することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立

場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人

は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監

査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

－ 36 －



　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手

するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不

正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づ

いて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見

表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し

て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成

と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が

採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積

りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含ま

れる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手し

たと判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社サンユウ及び連結子会

社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状

況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定に

より記載すべき利害関係はない。

　　　　　　　　以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成29年５月10日

株 式 会 社 サ ン ユ ウ

取 締 役 会 御 中

有 限 責 任 あ ず さ 監 査 法 人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 小 林 礼 治 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 中 畑 孝 英 

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社

サンユウの平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第71期事業年

度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算

書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示する

ことにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書

類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判

断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立

場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにあ

る。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基

準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びそ

の附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を

得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求め

ている。
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　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について

監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の

判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚

偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内

部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人

は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案する

ために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部

統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適

用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手し

たと判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において

一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及

びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。

強調事項

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成28年４月14日付で

締結した会社を存続会社、会社の完全子会社である株式会社サンユウ九州

を消滅会社とする吸収合併契約に基づき、平成29年４月１日付で同社を吸

収合併した。

　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定に

より記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

当監査役会は、平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第71期事業
年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ
き、審議の結果、監査役全員の一致した意見として本監査報告書を作成し、
以下のとおり報告致します。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の

実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人
からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め
ました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方
針、監査計画に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎
通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の
方法で監査を実施しました。
①　取締役会、執行役員会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用

人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において
業務及び財産の状況を調査致しました。
また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通

及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けま
した。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適
合することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から
成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法
施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締
役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制
システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状
況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表
明致しました。

③　事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本
方針については、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、そ
の内容について検討を加えました。

④　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施してい
るかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状
況について報告を受け必要に応じて説明を求めました。
　また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保す
るための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に
関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従っ
て整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細
書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別
注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結
損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討致
しました。
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２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違

反する重大な事実は認められません。
③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。
　　また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締
役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

④　事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配
する者の在り方に関する基本方針については、指摘すべき事項は認め
られません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人 有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であ

ると認めます。
(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人 有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であ

ると認めます。

平成29年５月10日

株式会社サンユウ 監査役会

常勤社外監査役 田 中 　 優 

社 外 監 査 役 熊 岡 繁 喜 

社 外 監 査 役 長谷川  泰一郎 

以　上
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議決権の代理行使の勧誘に関する参考書類

１．議決権の代理行使の勧誘者 株 式 会 社 サ ン ユ ウ

代表取締役社長 西 野 淳 二

２．議案及び参考事項

議案　剰余金の処分の件

第71期の期末配当につきましては、当期の業績及び今後の事業展開等を勘案

し、以下のとおりといたしたいと存じます。

① 配当財産の種類

金銭といたします。

② 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金７円といたしたいと存じます。

なお、この場合の配当総額は、42,312,410円となります。

③ 剰余金の配当が効力を生じる日

平成29年６月30日といたしたいと存じます。

以　上
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株主総会会場ご案内図

会　場……大阪府枚方市春日北町３丁目１番１号

当社３階ホール

電話番号（072）858－1251（代表）

下車駅……ＪＲ学研都市線津田駅（徒歩約15分）
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